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会  議  記  録  

 

高松市附属機関等の設置、運営等に関する要綱第７条第４項の規定により、次のとおり

会議記録を公表します。  

会  議  名  
令和７年度第１回高松市社会福祉審議会  

児童福祉専門分科会  

開 催 日 時  令和７年８月２０日（水）  １８時３０分～１９時３０分  

開 催 場 所  高松市役所  本庁舎１１階  １１４会議室  

議     題  １  乳児等通園支援事業所の設置認可について  

公 開 ・ 非 公 開    ■  公開   □  一部公開   □  非公開  

非 公 開 の 理 由  －  

出 席 委 員  

７人  

加野分科会長、金倉委員、川田委員、佐藤委員、難波委員、二

宮委員、水永委員  

傍  聴  者  ２人  

担 当 課 及 び 連 絡 先  こども保育教育課  （８３９－２３５８）  

 

会議の経過及び結果  

開会  

 

高松市社会福祉審議会条例第７条第２項に基づき、高松市社会福祉審議会において分

科会長に選任された加野委員が議長を務めた。  

また、高松市社会福祉審議会運営要綱第３条第２項に基づき、分科会長が川田委員を

副会長に指名した。  

 

（１）  乳児等通園支援事業所の設置認可について  

 

事務局から議題（１）についての概要説明を行った。  

 

【主な質疑応答】  

議題（１）について  

 

（委員）  

市の認可基準を満たしている私立施設は何施設あるか。  

また、市立施設は全て認可基準を満たすことができると思われるが、何施設あるか。  

 

（事務局）  

乳児等通園支援事業の認可基準を満たしているかどうかについては、審査をして初め

て分かるものであるが、余裕活用型での実施であれば、定員に空きがあれば、現在市が

認可している私立施設全てにおいて実施が可能である。  

また、市立施設については、合計で５３施設ある。  
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（分科会長）  

保育士の確保等が必要であるため、実施が難しい側面があると思われる。  

 こども誰でも通園制度には、いわゆる学区というものがないため、一つの施設に利用

が殺到したり、利用が抽選になったりすることは考えられるのか。  

  

（事務局）  

市内の施設であれば利用が可能であり、基本的には先着順となる。  

  

（委員）  

 制度設立当初は、より簡単な制度であり、どの施設でも、誰でもが通園できると認識

していたが、実施に当たって非常に多くの準備が必要である状態である。予算を立てる

に当たっても利用の見込みが分からない。  

また、事業者において、利用実績がない場合は人件費と始めとした対象経費の補助が

ないと示されているが、人・物・場所については必ず必要となるため、運営ができな

い。今後事業実施に手を挙げる施設がいるのか、利用者がいるのか。  

この制度が、保護者や子どもに対しても有益な制度になってほしいと思っているが、

事業の運営ができるのか、質の高い保育を提供できるのかが心配である。  

  

（分科会長）  

 実施する施設が少ないことからも事業の実施に対して慎重になっていることが見えて

くる。  

施設から手が挙がるような策を市としてどのように打ち出していくのか、現時点で検

討していることがあれば教えてほしい。  

  

（事務局）  

給付関係や事業に当たる保育士の確保、利用者の見込みが読めないことが課題となっ

ており、実施を見合わせている事業者もいる状況である。   

 利用者の見込みについては、保護者に対し事業の周知に努めていきたい。  

 来年度以降は給付事業となり、今後示されてくるものであると思われる。  

保育士確保については、潜在保育士就職一時金等に取り組んでおり、来年度に向けて

何ができるか検討しているところであり、今後も国や県とも連携して保育士確保に取り

組んでいきたい。  

 

（分科会長）  

 議題（１）の「乳児等通園支援事業の設置認可」について、分科会としては、了承す

ることとする。  

  

（分科会長）  

その他、御意見・御質問等はあるか。  

  

（委員）  

事業所を開いたものの利用がないのではないかという懸念点が挙げられたが、利用す

る側からすると利用しやすさもかかわってくると思われる。先ほど、利用は先着順と

伺ったが、あらかじめ利用する施設を登録するものであるのか。それとも利用したい施

設の利用ができない場合は別の施設を選択できるのか。  

仮に利用可能な場合に、何日前に利用申請ができるのか、施設によって異なるのか、

それとも統一したルールがあるのか。  

特性のある子どもについては加算を検討されているということであるが、利用に当

たって認定が必要なものになっているのか。  

また、令和７年度の林こども園であれば０歳児から２歳児をそれぞれ１人ずつ受け入

れることができるとなっているが、０歳児の利用がない日に１歳の利用希望者が２人い

た場合に受け入れることができるといった融通が利くものであるのか。  
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（事務局）  

利用者側の手続としては、始めに市の認定を受けてもらうことになる。認定時には、

保育所等への入所状況、居住地、子どもの年齢と併せて、支援が必要な子どもであるか

どうかも確認する。市の認定を受けた後、希望する施設で面談を受け、施設で受け入れ

できるかを確認する。  

国が構築しているこども誰でも通園制度総合支援システム上で、利用希望施設の空き

時間を確認し、空いている時間に利用予約をしてもらうため、既に予約が入っていると

他の人は予約できないこととなっている。  

何日前までに予約しなければならないといったルールは各施設で設定していただく予

定である。  

他の年齢における定員が空いていた場合の利用については、システムの関係もあり、

他の年齢の空きに融通を利かせて利用することはできないようになっている。  

 

（分科会長）  

予約の申請は、誰が、どこに対して行うのか。  

 

（事務局）  

保護者が、システム上で希望先施設を選択し、空き状況を確認して予約をする。予約

後に、システム上で施設側に通知が届く。  

 

（分科会長）  

各施設でのインターネット環境は整備されているのか。  

 

（事務局）  

 保育所においては、記録の作成等が保育士の負担となっている話もあり、国の補助を

受け、システムの導入に対して補助をしたところである。  

大方の施設においてシステムを導入済みである。  

 

（委員）  

子どもに対して支援が必要かどうかを判断するのは受入れを行う前か。  

また、それを判断するのはどこか。  

 

（事務局）  

 受入れを行う前に市が認定を行う。  

 支援が必要な子どもについては、加算が発生するため市が確認している。  

例えば、障がいをもっている子どもであれば手帳を所持しているかを確認する。  

 

（委員）  

こども誰でも通園制度は、子どもにとっても新しい刺激を求められるし、保護者に

とっても疲れた時に預けられる点では、制度としては非常に良いものだと思っている。  

量の見込みと確保量については、どのように算出したのか。  

量の見込みが不足しているとなると、本当に困っている人に対して制度が行き届くの

か、孤立している人に制度を利用してもらえるのかが不安である。  

  

（事務局）  

量の見込みは、高松市こども計画にも記載しているものであり、国が示している計算

方法で算出したものである。  

市内の未就園児数は把握しており、全体で約２，６００人である。昨年に高松市こど

も計画を策定した際に、アンケートを実施し、「こども誰でも通園制度を利用したい

か」という調査項目を設けたところ、「利用したい」と回答が７４．４パーセントあっ

た。未就園児数に７４．４パーセントを掛けた児童数を量の見込みとして算出してい

る。  

その計算方法では、例えば、令和７年度における０歳児の量の見込みは、８２１人と
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なり、令和７年度は一人当たり３時間利用可能なので、８２１人が３時間の利用を希望

している状況を表している。一方、令和７年度における０歳児の確保量は、１１７人が

３時間の利用ができる見込みを表している。利用希望の内１割強しか利用できない状況

となっている。  

令和７年度は厳しい数字となっているが、令和８年度には１・２歳児は量の見込みに

対して確保ができており、０歳児も希望者の 6 割程度の量を確保できる見込みである。  

しかしながら、国が示しているのは、子ども一人当たり月１０時間の利用が基本であ

り、待機児童により月１０時間の確保ができない場合は、月３時間以上１０時間で設定

できる中で、本市は子ども一人当たり利用を月３時間としている。令和１０年度に子ど

も一人当たり月１０時間の受け入れとなるとより数字が厳しくなるため、実施施設が増

加するよう取り組んでいく。  

 

（分科会長）  

 制度が始まっていない中でのアンケートであり、事業開始後に劇的に利用希望者が増

える可能性もある。放課後児童クラブのように確保が足りなくなる場合も考えられる。  

子どもの他者とのコミュニケーション能力が弱くなっていると言われており、自宅以

外で就園児とふれ合う機会を作っていこうというのが趣旨に入っていると思われる。  

利用時間が増えれば、子どもも経験の中で知識を積み上げていくことになる。  

 

（委員）  

制度自体は非常に良いものだと思っている。制度の目的にもあるとおり、ライフスタ

イルにかかわらず誰でもが施設に行き、良質な保育を提供できるのは良いことである。  

ただし、預ければ良いという考え方で子どもを預けてしまうと、保護者が不安を抱い

てしまい、逆効果になることが考えられる。  

面談や予約といった手続を踏まないと制度を利用できない状態である。この制度を利

用する方は、保育を必要としない人だと思われる。保育を必要としている人は、保育給

付認定を受けて施設を利用するため、手続に手間がかかると自身で保育する方が良いと

考え、利用率が下がってくる。  

困ったときに子どもを預けるのであれば、一時預かり事業がある。  

誰でもがどの施設でも利用できる制度ではないと利用者も利用しにくいのではない

か。  

  

（分科会長）  

全国的に見ると既に事業を開始している自治体もいくつかあると思うが、実施状況を

教えてほしい。  

 

（事務局）  

国は、今年度から補助事業として開始しており、政令指定都市において実施している

自治体は多いが、中核市はそれほど多くない。  

実施している自治体の状況としては、事業開始当初は利用が少ないが、徐々に利用が

増えている。  

利用する保護者としては、子どもを今後保育施設等に預けるイメージができたり、子

どもの成長を感じられたりしたといった話も耳にする。  

実施施設としては、給付に係る懸念や利用者が定かでない中での職員配置等の不安も

ある。  

市としては、国に対して改善してより良い制度になるよう求めていくとともに、可能

な範囲で柔軟に対応し誰でも使っていただける制度にしていきたい。  

 

（委員）  

審査は書類で行っているとのことであるが、実際に施設に行って視察はしないのか。  

 

（事務局）  

認可保育施設や認可外保育施設に対して定期的に監査を行い、現場を確認しているた
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め、改めての確認は行っていない。  

 

（委員）  

 実際に子どもを受け入れても、現状利用している子どもの中に入って保育をするとな

ると慣れずに泣いて帰るだけになると思われる。  

利用する児童に対しても、受け入れる子どもについても良いのかどうか心配である。  

人間関係が出来上がったクラスの中に新たに子どもを受け入れると、在園する子ども

にとっても、保育士や職員にとっても負担となると思われる。  

  

以上をもって、本日の会議を終了することとした。  

  

                              閉  会  

 


